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公立大学法人宮城大学賃金規程（案） 

 

第１章 総則 
（目的と定義） 

第１条 この公立大学法人宮城大学賃金規程（以下，「この規程」という）は，公立大学法人宮城大

学就業規則（以下「就業規則」という。）第６９条に従って，公立大学法人宮城大学（「法人」とい

う）の正規の職員の賃金について定める。なお，非常勤職員・臨時職員等の有期雇用職員の賃金に

ついては別に定める。 
 

（賃金の定義） 
第２条 この規程で賃金とは，給料，手当，その他法人が勤労の対価として職員に対して支払うすべ

てのものをいう。 
 

（賃金の種類） 
第３条 職員の賃金は給料及び諸手当とする。 

２ 給料は給料月額及び給料の調整額とする。 

３ 諸手当は管理職手当，初任給調整手当，家族手当，地域手当，住居手当，通勤手当，単身赴任手

当，入試手当，特別業務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，深夜勤務手当，管理職員特別勤務

手当，期末手当，勤勉手当及び寒冷地手当とする。 

 

（賃金請求権） 

第４条 この規程による賃金の請求権は２年間とし，この間に請求を行なわない場合には時効によっ

て消滅する。 

 

第２章 給料 

（給料月額） 

第５条 各職員の受ける給料月額は，各職員の行なう職の種類ごとに，職務の等級及び職務能力の段

階にもとづく給料表によって定める。 

 

（給料表） 

第６条 給料表は，法人職員の職ごとに次に掲げる３つの種類とし，それぞれ教員，事務職員及び技

能職員に適用する。 

一 教育職給料表（別表第１） 

二 事務職給料表（別表第２） 

三 技能職給料表（別表第３） 

２ 前項の各職の給料表は，男女や国籍等の別なく，同一職の正規職員に等しく適用しなければなら

ない。 

３ 給料表の改定は，宮城県における給料表改訂を参考にして，法人の財務運営状況の許す限りで行

なうものとする。 

 

（級と号俸） 

第７条 各職毎の職務の等級を各職の給料表の級とし，職務等級ごとの職務能力の段階を給料表の号

俸とする。 

２ 教育職員の給料表の級に適用する職位は，次のとおりとする。 

級 職位 

１級 助手・助教 

２級 講師 
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３級 准教授 

４級 教授 

３ 事務職員の給料表の級に適用する職務は，次のとおりとする。 

級 職務 

１級 定型的な業務 

２級 専門的な知識又は経験を必要とする業務 

３級 相当高度の専門的な知識又は経験を必要とする業務 

４級 主幹及びこれに相当する職務 

５級 課長及びこれに相当する職務 

６級 困難な業務を所掌する課長及びこれに相当する職務 

７級 事務部長の職務 

８級 
副学長の職務 

９級 

４ 技能職員の職務の級に適用する職務は，次のとおりとする。 

級 職務 

１級 技師（農場・運転業務）の職務 

２級 相当の技能または経験を必要とする技師の職務（農場・運転業務） 

３級 高度の技能または経験を必要とする技師（農場・運転業務） 

４級 技師（農場業務主任）の職務 

 

第８条 理事長は，各職員の職務の級を職の種類ごとの資格審査（選考）によって，また各職員の職

務能力の段階を職務経験年数を踏まえた職務遂行能力の評価によって，定めるものとする。 

 

（初任給，昇格，昇給等の基準） 

第９条 理事長は，理事会の議を経て，各職の職務の級毎の定数を設定し，又は改定することができ

る。 

２ 職員の職務の級は，前項の職員の職務の級毎の定数の範囲内で決定する。 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号俸は，別表４に定める基準に従い決定する。 

４ 職員が同じ職種の１つの等級から他の級に移った場合の昇格または降格における他の級における

号俸は，次のとおり理事会が定める。 

一 職員を同じ職務の１つの級から他の級に昇格させる場合における新しい級におけるその者の号

俸は，新しい級の号俸の額が昇格の前日に受けていた旧級の額を超える号俸とする。 

二 職員を同じ職務の 1 つの級から他の級に降格させる場合におけるその者の号俸は，降格した日

の前日に受けていた号俸と同じ額の号俸または，直近下位の額の号俸とする。２級以上の降格で

は，１級下位の級への降格が順次行われた場合の号俸とする。 

 

（昇給の方法･基準等） 

第１０条 職員の昇給は，予算の範囲内で，毎年１月１日（以下「昇給日」という。）に行なう。 

２ 昇給の場合は，各職員の同一級の号俸を年間の勤務成績によって，２号俸から８号俸の範囲で

行うものとする。標準の昇給（以下「標準昇給」という）は３号俸又は４号俸とする。 

３ 教員の昇給の原則を次のとおりとし，これに教員評価要綱に従って実施している教員評価を反

映させる。ただし，予算との関係で昇給の人数や程度に制限を設ける場合がある。 

一 勤務成績が極めて良好な職員    Ａ ７号俸又は８号俸 

二 勤務成績が特に良好な職員     Ｂ ５号俸又は６号俸 

三 勤務成績が良好である職員     Ｃ ３号俸又は４号俸 

四 勤務成績がやや良好でない職員  Ｄ ２号俸 

五 勤務成績が良好でない職員    Ｅ  昇給しない 

４ 事務職員，技能職員評価も理事会が別に定めるところにより同様にして昇給に反映させる。 
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５ 第２項で，教育職給料表の級が４級である職員及び事務職給料表の級が７級以上である職員に

あっては，標準昇給を３号俸とする。Ａに該当する場合の昇給は７号俸又は８号俸，Ｂに該当す

る場合の昇給は５号俸又は６号俸とし，Ｄに該当する場合の昇給は２号俸とする。 

 

 

 

５ 第２項の規定にかかわらず，教育職給料表の級が４級である職員及び事務職給料表の級が７級

以上である職員にあっては，標準昇給を３号俸とする。 

 

６ 第２項で，５５歳（技能職の職員は５７歳）に達した職員の標準昇給は２号俸とする。Ａに該

当する場合の昇給は４号俸，Ｂに該当する場合の昇給は３号俸とし，Ｄに該当する場合の昇給は

１号俸とする。 

 

 

 

６ 第２項から第４項までの規定にかかわらず，５５歳（技能職の職員は５７歳）に達した職員の

標準昇給は２号俸とし，Ａに該当する場合の昇給は４号俸，Ｂに該当する場合の昇給は３号俸，

Ｄに該当する場合の昇給は１号俸とする。 

 

７ 職員の昇給は，その属する職務の級における最高の号俸を超えて行うことはできない。 

 

（給料の調整額） 

第１１条 研究科の授業を正規に実際に担当する教員には，当該職を占める期間に限り，給料月額に

加えて次の表に定める給料の調整額を支給する。但し，その額が給料月額の４．５％を超えるとき

は，給料月額の４．５％とする。 

適用される給料表及び職務の級 額 

教育職給料表 １級 １０，６００円 

教育職給料表 ２級 １２，１００円 

教育職給料表 ３級 １２，９００円 

教育職給料表 ４級 １５，４００円 

２ 博士課程後期３年の課程研究指導教員の調整額はこれを２倍する。 

 

第３章 手当 

第１２条 管理職手当は，管理又は監督の地位にある職員の職のうち次の表に定める職にある者

（「管理職員」という）に，その職務の特殊性に基づき毎月同表に掲げる額を支給する。 

職 額 

副学長（教員） １２２，９００円 

副学長（事務職員） ７９，８００円～１０３，９００円

学部長 １０６，９００円 

研究科長 ９６，２００円 

学生部長 
８０，２００円 

センター長 

事務部長 ６５，６００円 

課長 ２９，５００円～４８，２００円 

２ 職員が，月の全労働日数にわたって勤務しなかった場合は，管理職手当は支給しない。 

 

（初任給調整手当） 

第１３条 学部の必要により採用された医師に対し，別表第５に定める額を支給する。この場合にお

ける期間の区分の適用は，学校教育法に規定する大学卒業の日を起算日とする。 

事務局 
修正案 

事務局 
修正案 
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（家族手当） 

第１４条 家族手当は，生計を共にする家族または扶養する親族のある職員にそれらの者が他の親族

の家族手当や民間事業所の手当の対象ではなく，また年額１３０万円以上の恒常的な収入がない場

合に支給する。 

２ 対象親族と 1人の支給額を次のとおりとする。 

対象親族 一人の支給額 

一 配偶者（婚姻届はないが事実上の婚姻関係にある者を含む） 月額１３，０００円

二 当該年度内に満２２歳に達するまでの子及び孫，弟妹 月額 ６，０００円

三 満６０歳以上の父母及び祖父母 月額 ６，０００円

四 重度心身障害者 月額 ６，０００円

３ 職員に配偶者がない場合の前項の表第２号から第４号までのうち，１人については１１，０００

円とする。 

４ 職員に扶養親族でない配偶者がある場合の前項の表第２号から第４号までのうち，１人について

は６，５００円とする。 

５ 当該年度内に満１５歳に達し，当該年度内に満２２歳に達するまでの「特定期間の子」がいる場

合には，５，０００円×特定期間の子の数で計算した額を加算する。 

 

（家族状況届と確認） 

第１５条 職員は，家族手当の対象となる状況に係る追加や変更がある場合には，家族状況届により

１５日以内に理事長に届け出なければならない。職員の届出の遅れ等によって過大又は不当に受給

していたことが判明した場合，その全額を返納しなければならない。 

２ 理事長は，現に家族手当の支給を受けている職員が家族手当の要件を具備しているかどうかを原

則年１回確認するものとする。 

 

（地域手当） 

第１６条 大和キャンパス及び太白キャンパスが，平均の物価・賃金水準等々の生活条件からいって，

仙台市地域の特性を持つことから，職員に地域手当を支給する。 

２ 地域手当月額＝（給料＋管理職手当＋家族手当）×０．０３とする。 

 

（住居手当） 

第１７条 住居手当は，次の各号のいずれかに該当する職員にそれぞれに規定する額を支給する。但

し，宮城大学教員宿舎及び宮城県職員宿舎の貸与者を除く。 

一 月額１２，０００円を超える家賃を支払って職員自身が居住する住宅(貸間を含む)を借り受け

ている職員 次の表に掲げる額 

家賃月額 住居手当月額 

１２，００１～２３，０００円 （家賃月額－１２，０００）円 

２３，０００～５５，０００円 （（家賃月額－２３，０００）×０．５＋１１，０００）円

５５，０００円～ ２７，０００円 

二 自己所有の住宅（マンション等を含む）に居住する世帯主である職員 月額３，０００円 

 

（住居状況届と確認） 

第１７条 職員は，住居手当に係る状況に変更がある場合には，住居状況届によりこれを１５日以内

に理事長に届け出なければならない。職員は届出が遅れて過大又は不当に受給していたことが判明

した場合，その全額を返納しなければならない。 

２ 理事長は，現に住居手当の支給を受けている職員の住居状況が住居手当の要件を具備しているか

どうかを原則年１回確認するものとする。 

 

（通勤手当） 
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第１９条 通勤手当は，通勤距離が片道２キロメートル以上である職員に次の各号の区分に応じて支

給する。なお，通勤距離が片道２キロメートル未満であっても身体的に徒歩等の通勤に著しく支障

がある場合には申し出ること。 

一 通勤のため交通機関又は有料道路を利用し，運賃又は料金を負担することを常例とする職員に

運賃等相当月額（１か月当たりの運賃等相当額が５５，０００円を超える場合は，超える額の２

分の１を加算し，６５，０００円を限度とする）。算定方法は別に定めるとおりとする。 

二 通勤のため自家用車等の使用を常例とする職員にその距離に応じた月額。金額の詳細及び普通

自動車以外を使用する場合については，別表６に定める。 

三 第１号及び第２号の両方を通勤の常例とする職員に運賃等相当額及び自家用車通勤距離等に応

じた月額（１か月当たりの運賃等相当額及び自家用車通勤距離等に応じた月額が５５，０００円

を超える場合は，超える額の２分の１を加算し，６５，０００円を限度とする）。算定方法は別

に定めるとおりとする。 

２ 通勤手当は，月額支給を原則とするが，事情により「支給単位期間」の最初の月の給料支給日に

支給することがある。「支給単位期間」とは，通勤手当の支給の単位となる期間として６ヶ月を超

えない範囲内で１ヶ月を単位として別に定める期間をいう。 

 

（通勤状況届と確認） 

第２０条 職員は，通勤手当に係る状況に変更がある場合には，通勤状況届によりこれを１５日以内

に理事長に届け出なければならない。職員は届出の遅れ等により過大又は不当に受給していたこと

が判明した場合，その全額を返納しなければならない。 

２ 理事長は，現に通勤手当の支給を受けている職員の通勤状況が通勤手当の要件を具備しているか

どうかを原則年１回確認するものとする。 

 

（単身赴任手当） 

第２１条 本法人への転勤による異動（県職員の派遣の場合に限る）の際，配偶者と別居し単身赴任

せざるをえず，かつ距離的に配偶者の居所から通勤できない事情があるなどやむ得ない事情がある

職員に，この事情を審査の上で，単身赴任手当を支給する。 

２ 単身赴任手当の月額は，２３，０００円に４５，０００円を超えない範囲内で交通距離の区分に

応じて別に定める額を加算した額とする。後者は，職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離が

別に定める距離以上である職員について，別に定めるところにより算定した額とする。 

 

（単身赴任届と確認） 

第２２条 職員は，単身赴任に係る状況に変更がある場合には，単身赴任状況届によりこれを１５日

以内に理事長に届け出なければならない。職員は届出の遅れ等により過大又は不当に受給していた

ことが判明した場合，その全額を返納しなければならない。 

２ 理事長は，現に単身赴任手当の支給を受けている職員の状況が単身赴任手当の要件を具備してい

るかどうかを原則年１回確認するものとする。 

 

（入試手当） 

第２３条 入学試験業務に従事した職員に入試手当を支払う。 

２ 前項の手当の額は，１日につき１，０００円とする｡ 

 

（特別業務手当） 

第２４条 次の各号に掲げる特別な業務に従事した職員に特別業務手当を支給する。 

一 入学試験問題作成業務 

 二 教員免許状更新講習業務 

 三 認定看護師スクール講師業務 

 四 その他理事長が認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務に対する手当の額は，次の各号に掲げる業務の区分に応じ，当該各号に定

める額とする。 
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一 前項第一号の業務 業務に従事した時間１時間につき１，７５０円とし，次に掲げる試験問

題の区分に応じ，それぞれ次に定める時間を上限とする。 

イ 一般教科  １試験につき４０時間 

ロ 小論文   １試験につき ８時間 

二 前項第二号及び第三号の業務 講義（９０分）１回につき，次に掲げる職員の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

イ 教授の職にある職員     １２，０００円 

ロ 准教授の職にある職員    １０，２００円 

ハ 講師及び助教の職にある職員  ８，７００円 

 三 前項第四号の業務 理事長が定める額 

 

（職員の平均時間給） 

第２５条 時間外勤務手当等の算定に用いるために，給料と年所定労働日数をもとに，各職員の平均

時間給を次のとおり定める。 

一 年平均１ヶ月所定労働時間数＝年所定労働日数×１日の所定労働時間／１２ 

                ＝（年日数－年間休日数）×２／３ 

二 職員の平均時間給＝給料×１．０３／年平均１ヶ月所定労働時間数 

 

（時間外勤務手当） 

第２６条 所定労働日の勤務時間外に勤務した職員に，その勤務に対し次のとおり時間外勤務手当を

支払う。 

一 対象となる職員は，管理職員を除く事務職員，助手及び技能職員とする。 

二 管理職員に時間外勤務を命じられ時間外勤務を行なった場合に支払う。 

三 時間外勤務が２２時まで又は５時からの場合の割増給料額は，職員の平均時間給×１．２５×

時間外勤務時間数とする。 

 四 時間外勤務が２２時から５時までの場合の割増給料額は，職員の平均時間給×１．５×時間外

勤務時間数とする。 

五 休日を振り替えた場合にも，1 週の所定労働時間を超えた場合には，０．２５の時間外勤務手

当を支払う。 

六 理事長が認めあるいは命令する会議や危機対応等の業務の場合に，専門業務型裁量労働制を適

用する教員（管理職員を除く）についても，時間外勤務手当を支給することがある。 

 

（休日勤務手当） 

第２７条 休日（代休日も同じ）に勤務した職員に，その勤務に対して次のとおり休日勤務手当を支

払う。 

一 対象となる職員は，管理職員を除く事務職員，教員及び技能職員とする。 

二 理事長に休日勤務を命じられ休日勤務を行なった場合に支払う。 

三 休日勤務が２２時まで又は５時からの場合の割増給料額は，職員の平均時間給×１．３５×休

日勤務時間数とする。 

四 休日勤務が２２時から５時までの場合の割増給料額は，職員の平均時間給×１．６×休日勤務

時間数とする。 

 

（深夜勤務手当） 

第２８条 所定労働時間内の勤務として深夜（２２時から５時まで）に勤務した職員に，次のとおり

深夜勤務手当を支払う。 

一 対象となる職員は，管理職員を含む事務職員，教員及び技能職員とする。 

二 理事長に深夜勤務を命じられ深夜勤務を行なった場合に支払う｡ 

三 深夜勤務の割増給料額は職員の平均時間給×０．２５×深夜勤務時間数とする。 

 

（管理職員の特別勤務手当） 
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第２９条 管理職員が理事長の命により休日に勤務した場合は，振り替えの代休とするか，勤務１回

につき次の表に定める額の管理職員特別勤務手当を支給する。（勤務時間が６時間を超える場合は，

その額の１．５倍） 

職 額 

副学長 
１０，０００円 

学部長 

研究科長 ８，０００円 

学生部長 

６，０００円 センター長 

事務部長 

課長 ４，０００円 

 

（期末手当） 

第３０条 法人は，毎年６月３０日及び１２月１０日に期末手当を支払う。但し，支給日が休日のと

きは，この直前の所定労働日に支払う。 

２ 支払日６月３０日の基準日を６月１日とする。支払日１２月１０日の基準日を１２月１日とする。 

３ 期末手当支払いの対象者は，基準日に法人の職員である者及び基準日の前１ヶ月以内に退職した

元職員，または死亡した元職員とする。但し，これに該当する者であっても，次の者は除く。 

一 基準日に無給休職中及び停職中の者 

二 基準日と支給日の間に懲戒解雇処分を受けた者 

三 基準日と支給日の間に，学校教育法第９条２号，５号の欠格条項に該当するようになった者 

四 基準日の前１ヶ月以内に退職した元職員のうち，次に掲げる者 

 イ その退職した後，支払日の前日の間において，前号に該当する者となった場合 

 ロ その退職した後，基準日までの間において，引き続いて他の公立大学法人等の職員となった

場合（本学の職員としての在職期間を当該機関の職員としての在職期間に通算することとして

いる機関の職員に限る。） 

 ハ その退職した後，基準日までの間において，引き続いて法人の役員となった場合（公立大学

法人宮城大学退職手当規程に規定する退職手当を支給されない場合に限る。） 

４ 期末手当の額は，次のとおりとする。 

一 ６月期支給 期末手当額＝期末手当基礎額×６月期期末手当率×期間率 

二 １２月期支給 期末手当額＝期末手当基礎額×１２月期期末手当率×期間率 

イ 期末手当基礎額は，次のとおりとする。 

給料＋家族手当＋地域手当＋職制加算＋等級加算 

ロ 期末手当率は，次のとおりとする。 

６月期の期末手当率 １．４（但し，副学長及び学部長は１．２） 

１２月期の期末手当率 １．６（但し，副学長及び学部長は１．４） 

ハ 期間率は，基準日前６ヶ月の在職期間によって次のとおりとする。 

在職期間６ヶ月 １．０ 

在職期間５ヶ月以上６ヶ月未満 ０．８ 

在職期間３ヶ月以上５ヶ月未満 ０．６ 

在職期間３ヶ月未満 ０．３ 

ニ ハに規定する在職期間は，職員として在職した期間とする。但し，期間の算定については，

停職期間の全期間，休職期間及び育児休業期間の２分の１の期間を除算する。 

  ホ 基準日の前６ヶ月以内の期間において，第３項第４号のハに掲げる役員が引き続き職員とな

った場合は，その役員として在職した期間をハに規定する在職期間に算入する。 

ヘ 職制加算と等級加算は，それぞれ，（給料＋地域手当）×（次の加算率）とする。 

職制加算 等級加算 

副学長 ０．２０ 副学長 ０．２０ 

学部長 ０．１５ 教育職４級 ０．１５  
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  教育職３・２級 ０．１０ 

 教育職１級（四年制大学で７年以上勤続） ０．０５ 

事務職８級以上 ０．２０ 

事務職７・６級 ０．１５ 

事務職５・４級 ０．１０ 

事務職３級 ０．０５ 

技能職４級 ０．１０ 

技能職３・２級（高校卒で１９年以上勤続） ０．０５ 

 

（勤勉手当） 

第３１条 法人は，毎年６月３０日及び１２月１０日に，職員の勤務成績に応じて勤勉手当を支払う。

但し，支給日が休日のときは，この直前の所定労働日に支払う。 

２ 支払日６月３０日の基準日を６月１日とする。支払日１２月１０日の基準日を１２月１日とする。 

３ 勤勉手当支払いの対象者は，基準日に法人の職員である者及び基準日の前１ヶ月以内に退職した

元職員，または死亡した元職員とする。但し，これに該当する者であっても，次の者は除く。 

一 基準日に休職中及び停職中の者 

二 基準日と支給日の間に懲戒解雇処分を受けた者 

三 基準日と支給日の間に，学校教育法第９条２号，５号の欠格条項に該当するようになった者 

四 基準日の前１ヶ月以内に退職した元職員のうち，次に掲げる者 

 イ その退職した後，支払日の前日の間において，前号に該当する者となった場合 

 ロ その退職した後，基準日までの間において，引き続いて他の公立大学法人等の職員となった

場合（本学の職員としての在職期間を当該機関の職員としての在職期間に通算することとして

いる機関の職員に限る。） 

 ハ その退職した後，基準日までの間において，引き続いて法人の役員となった場合（公立大学

法人宮城大学退職手当規程に規定する退職手当を支給されない場合に限る。） 

４ ６月期及び１２月期の勤勉手当の額は，次のとおりとする。 

一 勤勉手当額＝勤勉手当基礎額×成績率×期間率 

イ 勤勉手当基礎額は，次のとおりとする。 

勤勉手当基礎額＝（給料＋地域手当）＋職制加算＋等級加算 

ロ 職制加算と等級加算は，それぞれ，（給料＋地域手当）×（次の加算率）とする。 

職制加算 等級加算 

副学長 ０．２０ 副学長 ０．２０ 

学部長 ０．１５ 教育職４級 ０．１５  

  教育職３・２級 ０．１０ 

 教育職１級（四年制大学で７年以上勤続） ０．０５ 

事務職８級以上 ０．２０ 

事務職７・６級 ０．１５ 

事務職５・４級 ０．１０ 

事務職３級 ０．０５ 

技能職４級 ０．１０ 

技能職３・２級（高校卒で１９年以上勤続） ０．０５ 

 

ハ 成績率は，理事長が所定の算式による原資の範囲内で，勤勉手当基礎額の０．７２５を標準

にして，次に定める率，また次に定める範囲で教員評価及び事務職員評価による勤務成績を考

慮して理事長が定める率とする。 

停職処分を受けた職員 0.36（副学長及び学部長 0.31 以下） 

減給処分を受けた職員 0.46（副学長及び学部長 0.51 以下） 

譴責処分を受けた職員 0.50（副学長及び学部長 0.61 以下） 

戒告処分を受けた職員 0.56（副学長及び学部長 0.71 以下） 
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訓告処分を受けた職員 0.60（副学長及び学部長 0.82 以下） 

勤務成績が良好と認められない職員 0.36～0.63（副学長及び学部長 0.31～0.82） 

勤務成績が良好な職員 0.68～0.77（副学長及び学部長 0.83～1.15） 

勤務成績が特に良好な職員 0.78～0.90（副学長及び学部長 0.83～1.15） 

 

ニ ６ヶ月の在職期間率は，次のとおりとする。 

６ヶ月 １．００ 

５ヶ月１５日以上６ヶ月未満 ０．９５ 

５ヶ月以上５ヶ月１５日未満 ０．９０ 

４ヶ月１５日以上５ヶ月未満 ０．８０ 

４ヶ月以上４ヶ月１５日未満 ０．７０ 

３ヶ月１５日以上４ヶ月未満 ０．６０ 

３ヶ月以上３ヶ月１５日未満 ０．５０ 

２ヶ月１５日以上３ヶ月未満 ０．４０ 

２ヶ月以上２ヶ月１５日未満 ０．３０ 

１ヶ月１５日以上２ヶ月未満 ０．２０ 

１ヶ月以上１ヶ月１５日未満 ０．１５ 

１５日以上１ヶ月未満 ０．１０ 

１５日未満 ０．０５ 

ホ ニに規定する在職期間は，職員として在職した期間とする。但し，期間の算定については，

停職，休職及び育児休業の期間を除算する。 

  ヘ 基準日の前６ヶ月以内の期間において，第３項第４号のハに掲げる役員が引き続き職員とな

った場合は，その役員として在職した期間をニに規定する在職期間に算入する。 

 

（寒冷地手当） 

第３２条 法人の職員に次のとおり，寒冷地手当を支給する。 

１ 支払う期間は，１１月から翌年３月までの５ヶ月間，とする。 

２ 支給対象の職員は，基準日で１１月から翌年３月までの各月１日に大和キャンパスに勤務する職

員。 

３ 寒冷地手当の額は，次の表に掲げるとおりとする。 

世帯等の区分 

世帯主である職員 
その他の職員 

家族手当支給対象職員 その他の世帯主である職員 

１７，８００円 １０，２００円 ７，３６０円 

 

第４章 休職者の給与 

第３３条 職員が休職にされたときの給与については次に掲げるとおりとする。 

一 傷病休職の場合，最初の１年間（結核性の病気の場合２年間）は給料（給料月額＋調整額）×

８０／１００を支給する。それ以降，給料は支給しない。 

二 勤務中･通勤中の公務災害による休職の場合，最大３年間は給料（給料月額＋調整額）を支給

する。 

三 その他，休職事由が法人都合によると法人が認めた場合，平均給料の２／３以上を支給すると

ともに，勤続年数にも通算する。 

２ 無給休職の場合で公立学校共済保険料，その他職員が負担すべき項目がある場合には，毎月末日

までに支払うものとする。 

 

第５章 控除 

第３４条 賃金の職員への支払月額は，給料（給料月額＋調整額）に諸手当を加算するほか，給料か

ら欠勤等控除額および法定控除額等を控除して算定する。 

２ 休職，欠勤，遅刻，早退及び私的外出による不就業については，その時間数（時間内は四捨五
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入）に応じて，次の算式で計算した額を，翌月の給料から控除する。但し，家族手当及び住居手当

については，月の所定労働日の半数以上出勤した場合には所定額を支払う。 

一 欠勤等控除額＝（基準内賃金－家族手当－住居手当）×不就業率 

（基準内賃金＝給料＋管理職手当＋家族手当＋地域手当＋住居手当＋通勤手当） 

二 不就業率＝（休職，欠勤，遅刻，早退及び私的外出の合計時間）／（１ヶ月の平均所定労働時

間）。 

三 年平均１ヶ月所定労働時間数＝年所定労働日数×１日の所定労働時間／１２ 

  ＝（年日数－年間休日数）×２／３ （第２４条，参照） 

３ 月の所定労働日の全部を欠勤した場合あるいは休職により休業した場合には，賃金は支払わない。 

 

第３５条 休職，欠勤・遅刻・早退その他により就業しなかった時間の合計（不就業時間）は，１ヶ

月の平均所定労働時間から，賃金計算期間における次の時間数を差し引き，これに私用による外出

時間数を加えることにより，算定する。 

一 出勤した日の勤務時間（タイムカードで確認。教員の場合には，専門業務型裁量労働制により

終業時刻までに出勤した場合には，その日は８時間勤務したものとみなす。） 

二 有給休暇の時間合計 

三 特別休暇の時間合計 

四 出張の時間合計（出張により出勤できない場合，８時間勤務したものとみなす。） 

五 許可を得て兼業を行なった時間（兼業により出勤出来ない場合，８時間勤務したものとみな

す。） 

六 許可を得て研修を行なった時間（研修により出勤できない場合，８時間勤務したものとみな

す。） 

 

（法定控除） 

第３６条 次の各号に該当するものは，法定により，職員の賃金支払額，期末手当及び勤勉手当から

控除する。 

一 所得税 

二 住民税 

三 公立学校共済組合掛金 

四 介護保険料 

五 雇用保険料 

 

 （その他控除） 

第３７条 労使協定によって，教員宿舎費は賃金から控除する。その他，懇親会費や保険料などの賃

金支払額からの控除は，労使協定によって職員が委託し法人が承認した場合にしか行なわない。 

 

第６章 賃金支払 

（賃金計算期間と支給日） 

第３８条 毎月の賃金月額は，毎月の 1日から起算し月末に締め切る賃金計算期間について，その月

の２１日に支払う。但し，支払い日が休日に当たるときは，その直前の所定労働日に繰り上げて支

払う。 

２ 賃金計算期間の欠勤等控除額は，翌月の賃金月額から控除する。 

３ 賃金計算期間の中途で採用された場合，または中途で退職した場合は，日割りの計算によって支

払う。 

 

（職員の賃金手取り額の決定） 

第３９条 職員の毎月の賃金手取り額は，次のように決定する。 

一 給料表の給料月額を基本とする。 

二 調整額を加算する。 

三 諸手当を加算する。（諸手当の過払い等の精算等を含む。） 
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四 欠勤等控除額を控除する。（翌月に前月の賃金計算期間分を控除） 

五 法定控除を行う。（税金の年末調整等を含む。） 

六 労使協定による控除額を控除する。（これがある場合。） 

七 法人は，これによって定まる賃金の月手取り額を月の賃金支払日に職員本人に通貨で支払う。

また期末・勤勉手当は各期末手当支払日に支払う。 

２ 給料，給料の調整額，その他手当に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるも

のとする。 

３ 法人は，これによって定まる賃金の月手取り額を月の賃金支払日に職員本人に通貨で支払う。ま

た期末・勤勉手当は各期末手当支払日に支払う。 

４ 賃金支払日に職員本人に賃金の支払いに関する計算書（賃金支払い明細書）を交付する。 

 

（賃金台帳） 

第４０条 各職員の賃金の支払いに関する明細書は，賃金台帳に記帳し，保存する。 

 

（賃金の口座振替) 

第４１条 賃金は，職員の過半数を代表する者との協定（労使協定）により，職員本人が申し出た金

融機関への口座振替の方法により支払うことができる。 

２ 職員は賃金の口座振込先の金融機関を３つまで指定できる。 

 

（本人受け取りの例外措置） 

第４２条 病気等の理由で職員本人が賃金を受け取ることが出来ない場合には，職員は配偶者等の使

者を立て，使者を通じて受け取ることが出来る。その際には，本人への確認と本人受領印等での受

領の確認を行なう。 

 

（賃金支払いの訂正） 

第４３条 所定の期日までに各種の許可申請や状況変更の届出がなく，過少に支払われた賃金額の変

更は行なわない。他方，各種の許可申請や変更の届出がなく過大に支払われた場合には，賃金支払

いの後でも，職員は過払い分を返還しなければならない。 

 

（非常時払い） 

第４４条 次の各号のどれか１つに該当する場合の費用に充てるため，職員が請求した場合は，支払

日以外に既往の勤務に対する給料を支払うことがある。 

一 職員又は扶養親族の出産，疾病のとき 

二 職員又は扶養親族が結婚したとき 

三 扶養親族が死亡したとき 

四 災害による被害を受けたとき 

五 職員又は扶養親族がやむを得ない事由により１週間以上にわたって帰郷するとき 

 

（再雇用職員の特例） 

第４５条 就業規則第４７条に規定する６０歳の定年で退職となる職員から引き続き再雇用により継

続雇用される職員（以下「再雇用職員」という。）に支給される賃金は，次項から第６項までに規

定する給料及び諸手当とする。 

２ 給料は，任用される職に応じた給料表及び職務の級を適用し，給料月額は当該再雇用職員の退職

前の職務経験等を考慮し理事長が決定する。 

３ 諸手当は管理職手当，地域手当，通勤手当，時間外手当，休日勤務手当，管理職員特別勤務手当，

期末手当及び勤勉手当とする。 

４ 通勤手当の額の算定に当たっては，１ヶ月当たりの通勤所用回数が平均１０回に満たない再雇用

職員については，職員に適用される通勤手当の額に「０．５０」を乗じて得た額とする。 

５ 期末手当の額の算定に当たっては，職員に適用される６月期の期末手当率「１．４」を「０．７

５」と，１２月期の期末手当率「１．６」を「０．８５」として関係規定を準用する。 
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６ 勤勉手当の額の算定に当たっては，職員に適用される勤勉手当の標準の成績率「０．７２５」を

６月に支給する場合においては「０．３５」と，１２月に支給する場合においては「０．４０」と

して関係規定を準用する。 

 

（宮城県からの派遣職員の特例） 

第４６条 前各条の規定にかかわらず，公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法

律（平成１２年法律第５０号）の規定により宮城県から派遣された職員（以下「派遣職員」とい

う。）の賃金は，次項及び第３項に規定するものを除き，宮城県職員の例によるものとする。 
２ 派遣職員の管理職手当は，次の表に定める職の区分により，宮城県人事委員会規則７－１８

（昭和２８年３月２５日）に基づき支給する。ただし，この区分により難い場合は，宮城県との

協議により定める区分によるものとする。 

職 区分 

事務部長 ２種 

総務学務課長 ５種 

その他の課長 ７種 

３ 派遣職員の管理職員特別勤務手当は，前項に定める職の区分により，宮城県人事委員会規則７

－１０９（平成３年１２月２５日）に基づき支給する。 

 

（委任） 

第４７条 この規程に定めるほかに賃金に関して必要な事項は，理事長が経営審議会及び理事会の議

を経て別に定める。 

 

 

附 則 

（施行） 

１ この規程は平成２１年４月１日から施行する。 

（承継職員の権利） 

２ 施行日である公立大学法人宮城大学の設立時に承継される職員については，施行日における資

格・職務・条件等の変化がない限り，施行前日の給料，諸手当の該当部分を同一に維持する。 

 


